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公衆衛生モニタリング・レポート１

経済変動期の自殺対策のあり方について

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委員会

1. はじめに

日本公衆衛生学会は平成22年 2 月 8 日づけで福島

みずほ内閣府自殺対策特命担当大臣に「経済変動期

の自殺対策のあり方に関する提言｣1)を提出した。

自殺は予防可能な公衆衛生上の問題である。わが

国では2009年の自殺者数も32,753名（警察庁統計平

成21年12月末の暫定値）と 3 万人を越え，年間 3 万

人の自殺者数が1998年からこれまで12年間にわたっ

て継続している。わが国の自殺率は，自殺統計が利

用可能な世界の国々の中で上位 8 位に位置してい

る。国，地方および公衆衛生の研究者，実践家は，

それぞれの役割を果たしながら自殺対策に取り組ん

できており，一部の地域では地域での自殺対策が自

殺率の低下に奏功したことが報告されはじめてい

る2,3)。しかし，なお日本全体としては自殺率は低

下の傾向をみせておらず，一層の自殺対策が求めら

れる。国は，平成21年度からの地域自殺対策緊急強

化基金事業を開始し，地方自治体の自殺対策を推進

している。また平成21年11月27日には政府は「自殺

対策緊急戦略チーム」による「自殺対策100日プラ

ン」を立ち上げ，年末および年度末における自殺予

防対策の重点化に努力している。しかしわが国の自

殺者数を大幅に改善するためには，各自治体での自

殺対策が効果的に継続的に進むための施策を一層充

実させる必要がある。また，日本公衆衛生学会もま

た専門家集団として自殺対策により積極的に関わる

必要がある。

日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポー

ト委員会に設けられた「健康の社会的決定要因」ワー

キンググループのうち，自殺予防に関するサブワー

キンググループでは平成21年 7 月から平成22年 2 月

にかけて，こうした現状を分析し，わが国の自殺予

防対策の効果的な推進のためになすべきことについ

て議論を行った。自殺予防の推進策を，緊急性，対

処可能性，社会の受け入れ，対象の大きさ，効果量

の大きさ，公正性を軸に分類し，また時間的枠組み

から短期および中・長期に整理した。その結果，1）
自殺の統計・モニタリングのあり方への提言，2）
地域自殺対策緊急強化基金事業の効果的な推進，3）
中・長期的な自殺対策のビジョンのあり方，4）日

本公衆衛生学会が自ら行うべきこと，の 4 点が重要

となると考えられた。

ここでは，これらの各点について議論の要点を紹

介するとともに，この議論に基づいて公衆衛生モニ

タリング・レポート委員会が理事会に提案し，公表

された「経済変動期の自殺対策のあり方に関する提

言」の背景について解説する。

2. 自殺予防対策のための短期的な取り組み

1） 自殺の統計・モニタリングの体制の整備

地方自治体が自殺予防対策を計画する際に，まず

必要となるのは，自らの自治体においてその特性を

捉え，どのような視点から効果的に対策を立案する

かという点である。また一方で，対策を実施した際

に，その対策が効果的に実施されているかの評価を

行う必要がある。平成21年度からの国の地域自殺対

策緊急強化基金事業に関してはその効果評価につい

て国からは明確な枠組みが提示されていない。全国

で共通した効果評価枠組みを作ることで，同事業が

効果的に推進されることが期待される。

特に自殺対策の定量的なアウトカム評価は，対策

の実施に関するプロセス評価とともに重要である。

自殺対策において最も重要なアウトカム指標は当該

地域の自殺率であるが，自殺率は人口が少ない地域

では自殺者数も少なく指標として不安定である，ど

のような側面への介入が必要であるかという側面に

は情報を与えてくれない，効果が明確になるまで数

年以上の時間がかかる場合もあるなどの問題点があ

る。各自治体では，地域住民の自殺関連要因を独自

に調査している場合もあるが，その結果は他の自治

体と比較できないことが多い。自殺と関連する，あ

るいは自殺の代替え指標となる指標が経年的に地域
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ごとに調査されて自治体ごとに比較でき，これが自

治体に提供されて地域の自殺予防に役立てられる体

制を整えることが，地域における効果的な自殺予防

対策において重要と考えられる。すでに警察庁の自

殺統計（「自殺の概要資料」）については，平成21年
秋から，所轄署ごとの自殺データが公表され，自治

体に提供されている。これらは，自殺者の背景や動

機について情報を与えてくれるものの，自殺予防対

策の評価に活用するためにはなお十分な情報ではな

い。

一方，国は定期的に，例えば，国民生活基礎調査

などの公的統計調査を実施している。こうした調査

に，自殺と関連の深い危険因子や中間指標を含める

ことが考えられる。たとえば自殺念慮4)，抑うつ・

不安5)，精神保健リテラシー6,7)などは，自殺の関連

因子として知られており，実際の自殺対策の評価指

標としても地域の自殺対策の中で用いられている。

またこれまでの研究は，地域における社会的ネット

ワークや社会的支援の低さが自殺と関連すると指摘

している2,5)。地域の社会的ネットワークの量と質

についての項目をこうした全国調査に含めること

で，地域の人間関係づくりを目標とした自殺対策の

評価が可能になると考えられる。また人間関係を豊

かにする，「信頼」，「規範」，「ネットワーク」とい

った地域の社会的仕組みの特徴をソーシャル・キャ

ピタル（社会関係資本）と呼んでいる。最近の欧州

における研究では，国別のソーシャル・キャピタル

が自殺率と負の関連を示したと報告されている8)。

わが国でも市町村レベルのソーシャル・キャピタル

が高齢者の抑うつと負の相関を示し9)，自殺対策に

おいてもソーシャル・キャピタルへの対策が効果的

であるとの指摘がある10)。国民生活基礎調査などに

これらの調査項目を含め，これを都道府県や政令指

定都市別に表象し，自治体に情報提供することで，

各自治体の自殺予防対策の計画立案を助け，またそ

の効果を評価できるようになると期待される。

2） 失業者の自殺予防対策

無職者の自殺率が高いことは知られているが（厚

生労働省，人口動態職業・産業別統計），これは定

年退職後の無職者などを含んだものであり，必ずし

も失業中の休職者の実態を示すものではない。しか

し近年，失業者の自殺リスクが一般国民の数倍以上

に達している可能性があることが指摘されてい

る11,12)。例えば金子11)の推計によれば，自殺率（人

口10万対）が男性では就労者で32に対して失業者で

は184.1，女性では就労者で8.9に対して失業者では

34.1である。これまで，地域での自殺予防対策は，

失業者に焦点をあててこなかったが，今後は失業者

に注目した自殺予防対策がなされるべきであると考

える。

失業者の自殺予防対策では，失業者が求職に訪れ

るハローワークに健康相談などの機会を設けて，こ

の中で精神的な問題への相談や支援を行うことが考

えられる。すでに国は「自殺対策100日プラン」の

中で，ハローワーク内に住居，法律，健康などの相

談を一括してできるワン・ストップ・サービスを設

置し，実施しているところである。しかしこの事業

は，「自殺対策100日プラン」による平成22年 3 月ま

での暫定的な措置であり，それ以後の継続や予算的

裏づけについてはまだ明確でない。実施時点におい

ても独立した予算はなく，地域保健からの人員によ

って運営されている場合が多く，その頻度や時間は

限定されている。このような状況で，ワン・ストッ

プ・サービスが自殺予防のために効果的な健康相談

としてどの程度機能しているかも不明瞭である。こ

うした相談窓口は，その地域の保健医療福祉システ

ム，特に地域の自殺対策と密接に連携することが効

果的と考えられる。例えば地域ごとにセーフティネ

ット担当者会議を開催し，ハローワークの担当者，

生活保護担当者などが，保健医療担当者と情報共有

する場を作ることが効果的である可能性もある。し

かしワン・ストップ・サービスと地域の自殺対策事

業とを共通して実施するための枠組みは現時点では

まだない。さらに，ワン・ストップ・サービスで健

康相談を行う担当者には一定の教育研修がなされる

べきであり，その教育研修・人材養成体制の整備も

重要であると考えられる。

また，失業に関しては，ハローワークにおける対

策だけで十分とは言えない。失業者では，失業によ

り産業保健の対象外となり，一方で地域保健とのつ

ながりも弱いという，保健サービスが届きにくい状

況にある。企業が失業時の相談先や制度に関する情

報提供をしっかり行うなどの対応も検討されるべき

である。失業に至るリスクの高い非正規雇用に対す

る年金・医療保険制度の見直しも検討課題であ

る13,14)。

3. わが国の自殺予防対策の中・長期的な取り

組み

中・長期には，わが国の自殺予防は，より広く，

日本を人々の生きやすい国に変えてゆくことが目標

となる。例えば，失業者や事業に失敗した者などの

自殺に関しては，連帯保証人制度のために，借金の

カタとして自宅など生活インフラを含め生活の全て

を失うことが起きうる制度になっているのが現状で

ある。この制度の見直しなどにより，金銭的に破綻
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したとしても，生活の場まで奪ってしまうことのな

いような制度を設計することも検討されるべきであ

る。さらに，わが国の文化の中には，社会的に挫折

した人々が「もうやり直せない」と感じて絶望し死

を選ぶ風潮があるように感じられる。これが社会的

挫折者の自殺につながっている可能性がある。周囲

の者も，社会的立場を失った者を見捨てる傾向があ

り，「社会的挫折者」の自殺を助長している構造が

あるのではないだろうか。経済的に，社会的に一旦

は挫折したとしても，地域社会の中で新しい役割や

生き甲斐を見いだし，最低限住居は確保でき，生き

続けられるような社会づくりが必要である。

こうした社会づくりは，近年の欧州型の「社会的

包摂」（social inclusion）政策をわが国にも取り入れ

ることを日本学術会議が提言していること15)，また

国（内閣府）が「生きやすい社会」の実現を目指し

て「共生社会」政策の推進を行っていることと一致

するところである。長期的には自殺予防は，さまざ

まなハンディキャップをもった人々が社会の中でそ

れぞれの居場所を確保できるようにする社会的包摂

政策の一部として国民運動化されることが望ましい。

4. 日本公衆衛生学会の役割

日本公衆衛生学会は，わが国の最高峰の公衆衛生

教育研究者が参加する学術集団であり，また地域や

国で自殺対策に関わる実践家の集まる専門職能集団

である。わが国の自殺対策の中で，日本公衆衛生学

会の果たす役割は大きい。

1） 学会としての姿勢表明

自殺が，わが国で重要な公衆衛生上の課題となっ

ていることを受け，日本公衆衛生学会としての姿勢

表明を行うべきである。日本公衆衛生学会は，その

特質を生かし，研究および施策評価を通じて，自殺

予防対策の効果的実施を助け，現場の実務者を支援

すべきである。

2） 効果的な自殺対策の情報提供とその効果評価

地域自殺対策緊急強化基金事業に関しては，国が

その効果評価法の枠組みを作るべきであるが，学会

としても，自殺予防対策事業の評価枠組みを検討

し，提案することも考えられる。また学会が国・自

治体の自殺予防対策の評価を行う，効果的な自殺予

防対策の標準的手法を作成し自治体に提案すること

も考えられる。

3） 人材養成への貢献

日本公衆衛生学会では自殺予防に関する保健専門

職の人材養成・ネットワーク構築にも積極的に対応

すべきである。例えば，学会が自殺予防の人材育成

の標準的プログラムを作成し，講師養成講座，共通

資料の提供を行うことも考えられる。これらは，国

立保健医療科学院で実施されている同様の人材養成

コースとは異なった視点で，学会としての特性を生

かしてなされることが効果的である。

4） 自死遺族への支援

近親を自殺で失った遺族の悲嘆は，これ以外の死

因による場合と比べて大きい16)。また，自治体の保

健担当者は，必ずしも自死遺族の支援への関わりが

できていない場合も多い。学会は，調査研究，好事

例の蓄積および教育研修を通じて，自死遺族への支

援に対する地域保健福祉担当者の関わりを支援する

ことが期待される。

5. 経済変動期の自殺対策のあり方に関する提言

日本公衆衛生学会は，自殺をわが国の重要な公衆

衛生上の課題として認識し，自殺予防のための研究

および対策の評価を通じて自殺対策の推進に取り組

んでいる。また，学会総会やその他の機会を通じ

て，自殺対策に関する教育研修の機会を提供してい

る。わが国の自殺対策をより一層効果的に推進する

ために，学会として国に対して以下を要望するもの

である1)。

提言 1．自殺対策の効果評価指標の全国的モニタリ

ングの実施

自殺対策の効果を共通に評価する指標を国が行う

全国的な調査に含め，これを自治体別に表象するこ

とで，各自治体が自殺対策の推進に利用できるよう

にする。具体的には，国民生活基礎調査等において

精神保健リテラシー，うつ・不安，自殺念慮，社会

支援やソーシャル・キャピタルなどを測定し，都道

府県および政令指定都市単位で利用可能とする。

提言 2．失業者の自殺対策の強化

社会経済的に不利な立場にある者の自殺予防のた

めに，社会的，経済的に支えるためのセーフティネ

ットを一層強化する。特に失業者の自殺対策のため

に，現在実施中のハローワークにおけるワン・スト

ップ・サービスの利用状況等を実態把握し，自殺対

策を遂行する上でより効果的な施策となるよう見直

し，さらに地域の自殺対策と連携させる施策を立案

する。

提言 3．多様な人々が生きやすい社会の形成

様々な困難を抱えた多様な人々が受け入れられる

社会を形成する社会的包摂（ソーシャルインクルー

ジョン）の実現が，長期的には自殺対策と一致した

活動であり，このための施策の推進する。特に社会
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経済的に不利な条件にある人々の住居の確保，これ

らの人々が社会的役割を果たす機会の増加とこれを

認める社会の意識づくり，信頼や連帯などソーシャ

ル・キャピタルを高める地域づくりを推進する。

「健康の社会的決定要因」ワーキンググループ自殺サブ

サブワーキンググループのメンバーは以下の通りである。

川上憲人（東京大学大学院医学系研究科・教授），近藤

克則（日本福祉大学・教授），橋本英樹（東京大学大学院

医学系研究科・教授），松本晃明（静岡県精神保健福祉セ

ンター・所長），本橋 豊（秋田大学大学院医学系研究

科・教授），桜井桂子（東京大学大学院医学系研究科・院

生）
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